
２３ 広報ふじえだ　平成１９年１２月５日号

一般会計歳入　383億4,679万円

※（ ）内は構成比

依存財源

主に国や県

から交付さ

れる収入で

す

地方交付税

市債

その他

道路や公共施設を整備するために国や銀行から長

期にわたって借り入れるお金です

各地方自治体の財政均衡を図るため、県や市町村

の財政力に応じて国から交付されるお金です

市の特定の事業に対し、財源の一部を国や県から

支出されるお金です

消費税５％のうち１％が地方消費税で、一定の基

準により配分されるお金です

地方譲与税、地方特例交付金、自動車取得税交付

金などです

国庫支出金･
県支出金

自主財源

市が自主的

に収入でき

る財源です

（この財源

が多いほど

自主性が確

保できます）

市税

諸収入

繰越金

その他

市民税や固定資産税な

どです

貸付金元利収入などで

す

前年度の会計から今年

度の会計へ持ち越され

たお金です

公共施設の使用料、各

種手数料、財産収入、

寄付金などです

地方消費税

交付金

平
成
１８
年
度
に
一
般
会
計
で
収
入
し
た
お

金
は
、
３
８
３
億
４
６
７
９
万
円
で
、
１７
年

度
と
比
べ
、
１
６
５
２
万
円
（
０
・
０
４
％
）

減
少
し
ま
し
た
。

減
少
の
主
な
原
因
は
、
市
民
税
の
個
人
所

得
割
が
税
制
改
正
な
ど
の
影
響
で
増
加
し
た

も
の
の
、
法
人
税
割
は
景
気
回
復
が
反
映
せ

ず
減
少
し
、
固
定
資
産
税
も
評
価
替
え
に
伴

い
大
幅
に
減
少
し
ま
し
た
。
地
方
交
付
税
、

普
通
交
付
税
の
振
替
措
置
で
あ
る
臨
時
財
政

対
策
債（
市
債
）も
大
き
く
減
少
し
て
い
ま
す
。

②
歳
出

前
年
度
よ
り
１
・
１
２
％
減
少

一
般
会
計
で
使
っ
た
お
金
は
３
７
１
億
２

４
５
万
円
で
平
成
１７
年
度
に
比
べ
て
４
億
２

１
５
９
万
円
（
１
・
１
２
％
）
減
少
し
ま
し

た
。

■
土
木
費
は
志
太
中
央
幹
線
道
路
整
備
事
業
、

天
王
町
仮
宿
線
道
路
整
備
事
業
な
ど
で
伸
び

■
商
工
費
は
２
億
７
３
５
５
万
円
（
４２
・
１

％
）
増
加
し
ま
し
た
。
こ
れ
は
、
企
業
立
地

促
進
事
業
費
補
助
金
な
ど
の
増
加
が
主
な
要

因
で
す
。

■
農
林
水
産
業
費
は
７
０
６
０
万
円
（
８
・

１
％
）
減
少
し
ま
し
た
。
こ
れ
は
、
農
山
村

活
性
化
施
設
を
平
成
１８
年
度
か
ら
指
定
管
理

者
制
度
へ
移
行
し
た
こ
と
や
、
県
営
土
地
改

良
事
業
費
の
減
少
な
ど
が
主
な
要
因
で
す
。

国
内
経
済
情
勢
は
景
気
の
回
復
が
み
ら
れ

る
も
の
の
、
財
政
環
境
は
大
変
厳
し
い
状
況

が
続
い
て
い
く
も
の
と
思
わ
れ
ま
す
が
、
第

４
次
行
財
政
改
革
大
綱
を
積
極
的
に
推
進
し
、

市
民
の
皆
さ
ん
の
期
待
と
信
頼
に
応
え
る
た

め
、
健
全
な
財
政
運
営
に
努
め
て
ま
い
り
ま

す
。

が
み
ら
れ
た
も
の
の
、
１７
年
度
か
ら
の
継
続

事
業
で
あ
る
藤
枝
駅
南
北
自
由
通
路
整
備
事

業
の
最
終
年
度
に
よ
る
事
業
費
の
大
幅
な
減

少
と
、
公
共
下
水
道
事
業
特
別
会
計
繰
出
金

が
減
少
と
な
り
、
昨
年
度
よ
り
２
５
１
３
万

円
（
０
・
３
％
）
と
わ
ず
か
な
が
ら
減
少
し

ま
し
た
。

■
市
民
生
活
に
密
着
し
た
民
生
費
は
２
億
８

３
６
８
万
円
（
４
・
３
％
）
増
加
し
ま
し
た
。

こ
れ
は
私
立
保
育
園
の
施
設
建
設
な
ど
の
支

援
、
放
課
後
児
童
健
全
育
成
事
業
、
児
童
手

当
の
制
度
改
正
な
ど
の
扶※

　

助
費
の
全
体
的
な

増
加
、
老
人
保
健
特
別
会
計
の
繰
出
金
の
増

加
が
主
な
要
因
で
す
。

※
扶
助
費
と
は
…
社
会
保
障
制
度
の
一
環
と

し
て
福
祉
の
法
令
な
ど
に
基
づ
き
、
生
活

維
持
や
保
護
な
ど
を
目
的
に
支
給
す
る
た

め
の
お
金
で
す

■
衛
生
費
は
１
億
２
７
７
０
万
円
（
２
・
７

％
）
減
少
し
ま
し
た
。
こ
れ
は
志
太
広
域
事

務
組
合
へ
の
負
担
金
の
減
少
が
大
き
な
要
因

で
す
。

■
総
務
費
は
１２
億
２
１
２
１
万
円
（
２２
・
７

％
）
減
少
し
ま
し
た
。
こ
れ
は
、
平
成
１７
年

度
に
市
土
地
開
発
公
社
か
ら
の
土
地
の
買
い

戻
し
を
行
っ
た
こ
と
が
主
な
要
因
で
す
。

■
教
育
費
は
３
億
９
９
２
０
万
円
（
１３
・
０

％
）
増
加
し
ま
し
た
。
こ
れ
は
文
学
館
建
設

事
業
、
小
・
中
学
校
校
舎
な
ど
の
地
震
対
策

整
備
事
業
を
行
っ
た
た
め
増
加
し
ま
し
た
。

■
消
防
費
は
４
２
８
７
万
円
（
３
・
７
％
）

増
加
し
ま
し
た
。
こ
れ
は
、
消
防
車
両
購
入

費
の
増
加
に
よ
る
も
の
で
す
。

市
で
は
、
財
政
状
況
を
市
民
の
皆
さ
ん
に
知
っ
て
も
ら
う
た
め
、

毎
年
２
回
、「
広
報
ふ
じ
え
だ
」
で
公
表
を
し
て
い
ま
す
。
今
回
は

９
月
定
例
市
議
会
で
認
定
さ
れ
た
平
成
18
年
度
の
市
の
決
算
と
、

19
年
度
予
算
の
上
半
期
（
４
月
〜
９
月
）
の
執
行
状
況
を
お
知
ら

せ
し
ま
す
。

賽
財
政
課
　
蕁
６
４
３
・
３
１
１
１
　
内
線
３
５
２

一般会計歳出　371億245万円道路や公園の整備など

の経費

高齢者や障害、児童福

祉などの経費

財産管理や企画・税務
事務などの経費

市債（市の借金）など

の借入金の返済の経費

ごみ・し尿処理や予防
接種などの経費

学校や公民館などの経費

労働対策などの経費

消火・救急活動などの
経費

農林業の振興などの経費

議会費、諸支出金、災

害復旧費など

商工業の振興などの経費

土木費

民生費

総務費

公債費

衛生費

教育費

労働費

消防費

農林水

産業費

その他

商工費

①
歳
入

前
年
度
よ
り
０
・
０
４
％
減
少

市文学館
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平
成
１８
年
度
決
算
を
含
め
た
、
過
去
１０
年

間
の
財
政
状
況
を
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

平
成
１８
年
度
の
市
税
は
、
市
民
税
の
個
人

所
得
割
が
税
制
改
正
な
ど
の
影
響
に
よ
り
増

加
し
た
も
の
の
、
ピ
ー
ク
時
の
９
年
度
に
比

べ
約
８
億
円
（
４
・
２
％
）
減
少
し
、
依
然

厳
し
い
状
況
に
お
か
れ
て
い
ま
す
。

ま
た
、
国
か
ら
の
普
通
交
付
税
は
、
地
方

交
付
税
改
革
な
ど
に
よ
り
大
幅
な
減
少
と
な

り
、
ピ
ー
ク
時
の
１１
年
度
に
比
べ
、
約
３０
億

円
（
５５
・
２
％
）
減
少
し
ま
し
た
。（
図
１
）

一
方
、
必
ず
支
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い

義
務
的
経
費（
人
件
費
＋
公
債
費
＋
扶
助
費
）

は
、
収
入
の
落
ち
込
み
と
は
反
対
に
増
加
し

て
い
ま
す
。（
図
２
）

平
成
１８
年
度
末
の
借
金
残
高
は
、
一
般
会

計
が
５
２
５
億
８
８
０
５
万
円
、
特
別
・
公

営
企
業
会
計
が
４
８
１
億
２７
万
円
と
な
り
ま

し
た
。
一
般
会
計
で
は
、
１７
年
度
末
と
比
べ

４
９
４
７
万
円
減
少
、
特
別
・
公
営
企
業
会

計
で
は
１５
億
１
１
５
５
万
円
減
少
し
ま
し
た
。

（
図
３
）

ま
た
、
介
護
保
険
特
別
会
計
な
ど
を
支
援

す
る
た
め
、
一
般
会
計
か
ら
各
特
別
会
計
な

ど
へ
支
出
す
る
繰
出
金
も
高
い
水
準
を
維
持

し
て
い
ま
す
。

こ
れ
ら
の
財
政
状
況
を
家
計
に
例
え
る
と

収
入
が
減
る
一
方
で
、
医
療
費
や
家
、
自
動

車
な
ど
の
ロ
ー
ン
返
済
、
大
学
へ
通
う
子
供

平
成
１８
年
度
に
お
け
る
財
政
状
況
を
示
す

指
数
か
ら
は
、
財
政
力
指
数
は
わ
ず
か
な
が

ら
改
善
し
て
い
る
も
の
の
、
他
の
指
標
は
総

じ
て
比
率
が
上
昇
し
、
厳
し
い
財
政
状
況
を

示
し
て
い
ま
す
。

・
財
政
力
指
数
…
地
方
自
治
体
の
財
政
力
の

強
さ
を
み
る
指
標
で
す
。
１
に
近
い
ほ
ど

財
源
に
余
裕
が
あ
る
こ
と
を
示
し
ま
す

・
経
常
収
支
比
率
…
経
常
経
費
は
経
費
の
な

か
で
扶
助
費
、
公
債
費
、
人
件
費
な
ど
の

容
易
に
削
減
で
き
な
い
経
費
に
地
方
税
な

ど
の
一
般
財
源
が
ど
の
程
度
使
わ
れ
て
い

る
の
か
を
み
る
指
標
で
す

・
人
件
費
比
率
…
経
常
収
支
比
率
の
中
の
人

件
費
の
占
め
る
割
合

・
起
債
制
限
比
率
…
公
債
費
に
よ
る
実
質
的

な
財
政
負
担
の
程
度
を
判
断
す
る
指
標
で
す

・
実
質
公
債
費
比
率
…
起
債
制
限
比
率
は
、

普
通
会
計
（
一
般
会
計
な
ど
）
の
公
債
費

だ
け
を
対
象
に
し
て
い
ま
す
が
、
実
質
公

債
費
比
率
で
は
、
一
般
会
計
か
ら
、
特
別
・

公
営
企
業
会
計
へ
の
繰
出
金
（
公
営
企
業

債
の
元
利
償
還
金
に
対
す
る
）
な
ど
も
準

元
利
償
還
金
と
し
て
算
入
し
て
、
計
算
し

ま
す

④
過
去
10
年
間
の
推
移

③
財
政
力
指
標

市税・普通交付税の推移（図１）

全会計の借金残高の推移（図３） 義務的経費（普通会計）の推移（図２） へ
の
仕
送
り
な
ど
減
ら
す
こ
と
の
で
き
な
い

支
出
が
増
加
し
て
い
る
た
め
、
支
出
全
体
に

占
め
る
必
要
不
可
欠
な
支
出
の
割
合
が
年
々

高
く
な
っ
て
い
る
状
況
で
す
。

項目 藤枝市 前年度増減

財政力指数

経常収支比率

うち人件費比率

起債制限比率

実質公債費比率

0.832

80.7

23.3

12.3

20.1

＋0.025

＋1.3

＋0.5

＋0.5

＋1.7

県内市平均
（速報値）

0.95

80.3

25.7

10.7

15.4

■平成18年度　特別会計決算

特別会計
収入額

支出額
差引額

国民健康保険事業

簡易水道事業

土地取得

公共下水道事業

駐車場事業

老人保健

農業集落排水事業

介護保険

※収入欄の（ ）は収入額に含まれる一般会計からの繰入金額です

103億7,977万円（5億451万円）

101億7,782万円

441万円（316万円）

441万円

4,644万円（0円）

4,644万円

33億9,913万円（18億2,200万円）

33億9,829万円

2,049万円（0円）

2,049万円

83億610万円（6億7,657万円）

83億610万円

3億2,675万円（4,730万円）

3億2,675万円

59億2,353万円（8億9,493万円）

58億92万円

2億195万円

0円

0円

84万円

0円

0円

0円

1億2,261万円

土木費
58,377円

民生費
52,446円

総務費
31,411円

公債費
39,012円

衛生費
34,646円

教育費
26,189円

その他
38,632円

合計　280,713円

■平成18年度一般会計における
市民１人あたりの収入額・支出額

※平成19年３月31日現在の人口132,172人で算出し
ています

１人あたりに
使ったお金

１人あたりが
納めたお金（市税）

固定資産税

59,807円

市民税

56,203円

都市計画税

9,055円

市たばこ税

5,072円

軽自動車税

1,580円

その他

4円

合計　131,721円

特別会計
ある特定の事業を行う場合の収入と支出で、一般会計とは区別して経理されます

■用語解説

■平成18年度公営企業会計決算

区分

病院事業収益

病院事業費用

資本的収入
(企業債など)

資本的支出
(建設事業費など)

決算額

126億4,315万円
（10億5,750万円）

142億1,507万円

3億3,473万円
（1億7,950万円）

14億2,227万円

※（ ）は収入額に含まれる一般会計からの繰入金額です

区分

水道事業収益

水道事業費用

資本的収入
(企業債など)

資本的支出
(建設事業費など)

決算額

21億2,292万円

20億636万円

4億1,943万円

9億2,310万円

病院事業会計 水道事業会計
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バ
ラ
ン
ス
シ
ー
ト
と
は

バ
ラ
ン
ス
シ
ー
ト
は
、
企
業
会
計
で
「
貸

借
対
照
表
」
と
言
わ
れ
る
も
の
で
、
市
の
資

産
や
負
債
な
ど
の
状
況
を
示
し
て
い
ま
す
。

資
産
の
部
は
将
来
に
残
る
財
産
な
ど
の
金
額

を
示
し
、
負
債
の
部
は
今
後
、
市
民
が
負
担

す
る
金
額
、
正
味
資
産
の
部
で
は
、
こ
れ
ま

で
市
民
が
負
担
し
て
き
た
金
額
を
示
し
て
い

ま
す
。

市
の
資
産
・
負
債
状
況

資
産
の
部
で
は
、
公
有
財
産
（
土
地
）
が

９
億
２
７
０
０
万
円
増
加
し
ま
し
た
が
、
有

形
固
定
資
産
全
体
で
は
、
減
価
償
却
に
よ
り

８
６
０
０
万
円
（
０
・
１
％
）
減
少
し
ま
し

た
。
資
産
合
計
で
は
、
現
金
・
預
金
の
増
加

に
よ
る
流
動
資
産
の
増
加
な
ど
に
よ
り
１４
億

５
８
０
０
万
円
（
０
・
９
％
）
増
加
し
ま
し
た
。

負
債
の
部
で
は
、
地
方
債
残
高
お
よ
び
退

職
給
与
引
当
金
の
減
少
に
よ
り
負
債
合
計
で

３
億
７
６
０
０
万
円
（
０
・
７
％
）
減
少
し

ま
し
た
。
正
味
資
産
の
部
で
は
、
国
・
県
支

出
金
が
減
少
し
ま
し
た
が
、
一
般
財
源
な
ど

の
増
加
に
よ
り
正
味
資
産
合
計
で
は
１８
億
３

４
０
０
万
円
（
１
・
７
％
）
増
加
し
ま
し
た
。

負
債
の
う
ち
、
固
定
負
債
の
地
方
債
と
流
動

負
債
の
翌
年
度
償
還
予
定
額
を
合
わ
せ
た
地

方
債
残
高
は
、
５
２
６
億
８
４
０
０
万
円
で

す
。
こ
の
内
訳
は
建
設
事
業
債
や
国
の
施
策

に
よ
る
地
方
の
財
源
不
足
に
対
処
す
る
た
め

の
臨
時
財
政
対
策
債
な
ど
で
す
。

こ
の
よ
う
な
こ
と
か
ら
、

平
成
１８
年
度
は
１７
年
度
と
比

較
し
て
、
有
形
固
定
資
産
と

そ
れ
ら
の
資
産
形
成
に
お
け

る
資
金
調
達
（
負
債
と
正
味

資
産
）
が
減
少
し
、
流
動
資

産
と
そ
れ
ら
の
資
産
形
成
に

お
け
る
資
金
調
達
（
正
味
資

産
の
一
般
財
源
等
）
が
増
加

し
ま
し
た
。

行
政
コ
ス
ト
計
算
書
と
は

行
政
コ
ス
ト
計
算
書
は
、
企
業
会
計
に
お

け
る
損
益
計
算
書
に
相
当
す
る
も
の
で
す
。

市
が
、
福
祉
や
教
育
な
ど
の
行
政
サ
ー
ビ
ス

を
提
供
し
て
い
く
上
で
、
そ
の
コ
ス
ト
（
費

用
）
が
い
く
ら
か
か
っ
て
い
る
か
を
表
し
た

も
の
で
す
。

こ
の
計
算
書
は
、
道
路
整
備
や
学
校
の
建

設
な
ど
資
産
形
成
に
要
し
た
も
の
を
除
い
て

い
ま
す
。
ま
た
、
現
金
収
支
に
係
る
も
の
だ

け
で
は
な
く
、
コ
ス
ト
に
は
減
価
償
却
費
や

退
職
給
与
引
当
金
が
計
上
さ
れ
、
収
入
に
は

未
収
金
も
含
ま
れ
て
い
ま
す
。
そ
の
た
め
前

述
の
一
般
会
計
の
歳
入
・
歳
出
の
決
算
額
と

は
大
き
く
異
な
っ
て
い
ま
す
。

な
お
、
こ
の
計
算
書
は
総
務
省
の
従
来
の

基
準
に
よ
り
普
通
会
計
を
対
象
に
作
成
し
て

い
ま
す
。

藤
枝
市
の
行
政
コ
ス
ト

平
成
１８
年
度
１
年
間
に
、
市
が
提
供
し
た

行
政
サ
ー
ビ
ス
に
要
し
た
コ
ス
ト
は
、
総
額

２
９
７
億
１
１
０
０
万
円
で
、
１７
年
度
に
比

べ
て
８
億
３
５
０
０
万
円
（
２
・
７
％
）
減

少
し
ま
し
た
。

市
民
一
人
当
た
り
で
は
、
２２
万
４
７
９
３

円
を
要
し
、
前
年
度
に
比
べ
て
６
８
０
９
円

減
少
し
ま
し
た
。

こ
れ
を
コ
ス
ト
の
性
質
別
に
見
る
と
、「
人

に
か
か
る
コ
ス
ト
」
が
６１
億
６
３
０
０
万
円

（
構
成
比
２０
・
８
％
）、「
物
に
か
か
る
コ
ス
ト
」

が
８９
億
４
９
０
０
万
円（
構
成
比
３０
・
１
％
）、

「
移
転
支
出
的
な
コ
ス
ト
」が
１
３
３
億
４
０

０
０
万
円
（
構
成
比
４４
・
９
％
）、「
そ
の
他
の

コ
ス
ト
」
が
１２
億
５
９
０
０
万
円
（
構
成
比

４
・
２
％
）
と
な
っ
て
い
ま
す
。

「
人
に
か
か
る
コ
ス
ト
」
は
職
員
数
の
削

減
な
ど
に
伴
い
減
少
し
、「
物
に
か
か
る
コ
ス

ト
」
で
は
物
件
費
の
減
少
、「
移
転
支
出
的
な

コ
ス
ト
」
で
は
繰
出
金
が
減
少
し
た
も
の
の

扶
助
費
や
他
団
体
な
ど
へ
の
補
助
金
が
増
え

た
こ
と
に
よ
り
増
加
し
、「
そ
の
他
の
コ
ス
ト
」

で
は
公
債
費
（
利
子
）
と
不
能
欠
損
額
が
減

少
し
ま
し
た
。

収
入
総
額
は
３
０
９
億
９
８
０
０
万
円
で
、

前
年
度
に
比
べ
て
１３
億
２
９
０
０
万
円（
４
・

５
％
）
増
加
し
ま
し
た
。

ま
た
、「
使
用
料
・
手
数
料
等
」
と
「
国
庫

（
県
）
支
出
金
」
を
合
わ
せ
た
特
定
財
源
は
６６

億
８
０
０
０
万
円
で
、
行
政
コ
ス
ト
に
対
し

て
２２
・
５
％
の
割
合
と
な
っ
て
い
ま
す
。

収
入
項
目
で
は
、「
使
用
料
・
手
数
料
等
」

が
土
地
の
売
却
収
入
に
よ
り
増
加
し
、「
国
庫

（
県
）
支
出
金
」
も
増
加
し
ま
し
た
が
、「
一

般
財
源
」
は
地
方
交
付
税
等
が
減
っ
た
こ
と

に
よ
り
減
少
し
ま
し
た
。

コ
ス
ト
の
分
類

人
に
か
か
る
コ
ス
ト
…
行
政
サ
ー
ビ
ス
の
担

い
手
で
あ
る
職
員
な
ど
に
係
る
も
の

物
に
か
か
る
コ
ス
ト
…
市
が
最
終
消
費
者
と

な
っ
て
い
る
も
の

移
転
支
出
的
な
コ
ス
ト
…
他
の
主
体
に
移
転

し
て
効
果
が
で
て
く
る
も
の

⑤
市
の
バ
ラ
ン
ス
シ
ー
ト

⑥
行
政
コ
ス
ト
計
算
書

■市民１人あたりの平成18年度のバランスシート

※金額は平成19年３月31日現在の人口132,172人で算出して
います

借方

資産

1,251,296円

負債 431,943円（35％）
（市民がこれから負担していく金額）

正味資産 819,353円（65％）
（市民がこれまで負担してきた金額）

貸方

〔性質別〕 （単位：百万円・％）平成18年度（17年度比較）行政コスト計算書

人にかかるコスト
人件費（職員の給与や議員の報酬など）
退職給与引当金繰入金

物にかかるコスト
物件費（施設管理などの委託料や物品購入費など）
維持補修費（道路などの維持補修費）
減価償却費等

移転支出的なコスト
扶助費（児童手当や生活保護費など）
補助費等（各種団体の事業に対する補助金など）
繰出金（下水道事業など特別会計に繰り出す経費）
普通建設事業費（他団体で実施するもの）

その他のコスト
災害復旧事業費
公債費（市債の支払い利息など）
不能欠損額（納入される見込みのない市税など）

6,163
5,756
407
8,949
3,559
385
5,005
13,340
3,592
3,895
3,952
1,901
1,259
23

1,191
45

29,711
（224,793円）

2,649
4,031
24,318
30,998
1,104
80,077
2,391
82,468

平成18年度
金　額 構成比率 金　額 構成比率

平成17年度
増　減

20.8
19.4
1.4
30.1
12.0
1.3
16.8
44.9
12.1
13.1
13.3
6.4
4.2
0.1
3.9
0.2

100.0

8.5
13.0
78.5
100.0

6,872
5,954
918
9,449
4,096
348
5,005
12,880
3,320
3,894
4,251
1,415
1,345
24

1,239
82

30,546
（231,602円）

1,814
3,377
24,478
29,669
1,117
79,837
240

80,077

22.5
19.5
3.0
30.9
13.4
1.1
16.4
42.2
10.9
12.8
13.9
4.6
4.4
0.1
4.0
0.3

100.0

6.1
11.4
82.5
100.0

△ 709
△ 198
△ 511
△ 500
△ 537
37
0

460
272
1

△ 299
486
△ 86
△ 1
△ 48
△ 37
△ 835

（△6,809円）
835
654

△ 160
1,329
△ 13
240
2,151
2,391

区　分
年　度　

行政コスト合計（Ａ）
（市民１人当たり）
使用料・手数料等（Ｂ）
国庫（県）支出金（Ｃ）
一般財源　　　　（Ｄ）
収入合計　　　　（Ｅ）＝（Ｂ+Ｃ+Ｄ）
正味資産国庫（県）支出金償却額（Ｆ）
※期首一般財源等　（Ｇ）
一般財源等増減額（Ｈ）＝（Ｅ+Ｆ-Ａ）
※期末一般財源等　（Ｉ）＝（Ｇ+Ｈ）

※期首とは年度の初め、期末とは年度の終わりをいいます


	P02-03.pdf
	P04-05
	P06-07

